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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

⑴ 対象地域 

構成市町村名  小平市、東大和市及び武蔵村山市（以下「３市」という。） 

面    積  49.25㎢ 

人    口  352,764人（令和３年１０月１日現在） 

(内 訳)    

市町村名 小平市 東大和市 武蔵村山市 

面積（㎢） 20.51 13.42 15.32 

人口（人） 195,492 85,335 71,937 

 

⑵ 計画期間 

本計画は令和４年４月１日から令和１０年３月３１日までの６年間を計画期間とす

る。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直

すものとする。 

 

⑶ 基本的な方向 

本地域は東京都の多摩地域に位置し、東京都全域の約 2.2％の面積を占める。 

本地域の北部には貯水を目的として建設された人工湖である多摩湖があり、３市に 

またがって東西に青梅街道、新青梅街道が整備されている。また、鉄道は西武新宿線、 

西武拝島線等が整備されており、令和２年１月２２日に多摩都市モノレールの箱根ヶ 

崎延伸についての基本方針が決定し、更なる鉄道整備が進む予定である。 

 本地域の事業系ごみについては、事業系廃棄物の発生抑制、処理原価との乖離の解消

を図り、受益者負担の適正化を推進するため、事業系ごみ処理手数料を武蔵村山市は令

和３年７月に、小平市及び東大和市は令和５年４月に見直しを図った。 

 家庭系ごみについては、組織市３市の各種ごみ減量策により、減量が図られてきてお 

り、令和４年１０月に武蔵村山市において、家庭ごみの有料化及び戸別収集を実施した 

ことにより、更なるごみ減量を図っている。 

３市の資源化施設の老朽化又は処理能力の不足等の問題を解消するため、小平・村 

山・大和衛生組合（以下「組合」という。）において、令和元年度に容器包装プラスチ 

ック及びペットボトルの２品目を共同で処理する新たな資源物中間処理施設を稼働さ 

せるとともに、令和２年度には、老朽化した粗大ごみ処理施設を更新し、新たな不燃・ 

粗大ごみ処理施設を稼働させている。 

現在、稼働している焼却施設については、老朽化・旧式化していることから、騒音、

振動及び悪臭の発生防止に十分配慮するとともに、ごみの焼却により発生した熱エネ

ルギーを効率的に回収して、発電やこもれびの足湯に有効利用し、災害発生時にも安定

的な処理を継続できる強靭性を持ち、災害時に発生する廃棄物の処理を行うことがで
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きる施設を整備する。 

また、３市の公共下水道の普及率は概ね 100％となっており、生活排水については公

共下水道により適正に処理している。 

今後は、廃棄物のより一層の発生抑制及び再生利用の推進を図るとともに、循環型社 

会にふさわしい廃棄物リサイクル・処理システムの構築を図る。 

 

⑷ ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

   本地域では、昭和４０年２月に３市で組合を設立し、可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ご

みの中間処理を共同で行う集約的な施設整備を進めるとともに、多摩地域の２５市１

町で構成される東京たま広域資源循環組合において、最終処分の広域処理を行い、平成

１８年７月には、焼却灰のエコセメント化施設を稼働させ、広域的な資源循環型の廃棄

物処理に取り組んでいる。 

   また、組合においては、令和元年度に３市の家庭などから排出される容器包装プラス

チック及びペットボトルを共同処理するための資源物中間処理施設を稼働し、施設の

集約化を図ったところである。 

本計画においては、更なる循環型社会形成と温暖化対策を推進するため、高効率ごみ

発電施設を備えたごみ焼却施設へ更新することにより、二酸化炭素排出量削減の推進

を目指し、施設整備を進めている。 

令和５年３月に東京都が「東京都における今後のごみ処理の広域化・ごみ処理施設 

の集約化の方向性」を策定し、ごみ焼却施設については、エネルギー利活用の観点から、 

引き続き、原則として 100ｔ/日以上の全連続焼却式ごみ焼却施設の設置を目指すこと 

としており、方向性に沿った施設整備となっている。今後、東京都内の各地域の計画や 

状況も踏まえ 300ｔ/日以上のごみ焼却施設の設置についても検討することとしており、 

ごみ処理を取り巻く環境や経済社会状況が大きく変化し、安定的かつ効率的な廃棄物 

処理体制の再構築の必要性を踏まえ、東京都や他の都内自治体との意見交換・情報共有 

等を推進し、検討していくこととする。 

 

 ⑸ プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

令和元年度に３市の家庭などから排出される容器包装プラスチック及びペットボト 

ルを共同処理するための資源物中間処理施設を稼働し、容器包装リサイクル法に基づ

く指定法人に再商品化を委託している。プラスチック使用製品廃棄物とプラスチック

容器包装廃棄物の一括回収及び再商品化については、組織市と協議を重ねながら財政

負担や環境影響等を踏まえ、実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

⑴ 一般廃棄物処理の現状 

令和２年度の一般廃棄物の排出、処理量の状況は図１のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め、91,442 トンであり、再生利用される「総資源化量」 

は 35,897トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回 

収量）／（ごみの総処理量＋集団回収量））は 39.3％である。 

中間処理による減量化量は 55,545トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむ 

ね６割が減量化されている。また、最終処分量（埋立処分量）は 0 トンである。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 63,127トンである。焼却施設ではごみの焼却熱 

を利用して温水を作り、施設内に給湯を行っており、さらに、隣接する「こもれびの足 

湯」へ温水供給を行っている。 

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー 
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排　出　量 計画処理量 12.8%

88,350t

100.0% 減量化量
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※ 端数処理により、合計が一致しない箇所がある。
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0.0%
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3,092t 35,897t

88,350t
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⑵ 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含めた循環型社会の実現を目指し、 

表１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

表１補足 市町村ごとの減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

事業系 総排出量 3,905 トン 3,900 トン ( △0.1% )

１事業所当たりの排出量 0.84 トン/事業所 0.83 トン/事業所 ( △1.2% )

生活系 総排出量 43,254 トン 39,785 トン ( △8.0% )

１人当たりの排出量 158 ㎏/人 145 ㎏/人 ( △8.2% )

合計 事業系生活系総排出量 47,159 トン 43,685 トン ( △7.4% )

直接資源化量 12,408 トン ( 26.3% ) 11,430 トン ( 26.2% )

総資源化量 20,126 トン ( 41.0% ) 17,733 トン ( 39.0% )

埋立最終処分量 0 トン ( 0.0% ) 0 トン ( 0.0% )

事業系 総排出量 2,541 トン 1,759 トン ( △30.8% )

１事業所当たりの排出量 1.07 トン/事業所 0.74 トン/事業所 ( △30.8% )

生活系 総排出量 18,127 トン 16,625 トン ( △8.3% )

１人当たりの排出量 212 ㎏/人 197 ㎏/人 ( △7.1% )

合計 事業系生活系総排出量 20,668 トン 18,384 トン ( △11.1% )

直接資源化量 4,758 トン ( 23.0% ) 4,399 トン ( 23.9% )

総資源化量 8,228 トン ( 38.2% ) 8,016 トン ( 41.5% )

埋立最終処分量 0 トン ( 0.0% ) 0 トン ( 0.0% )

事業系 総排出量 2,421 トン 2,048 トン ( △15.4% )

１事業所当たりの排出量 1.07 トン/事業所 0.91 トン/事業所 ( △15.0% )

生活系 総排出量 18,102 トン 15,593 トン ( △13.9% )

１人当たりの排出量 251 ㎏/人 205 ㎏/人 ( △18.3% )

合計 事業系生活系総排出量 20,523 トン 17,641 トン ( △14.0% )

直接資源化量 4,354 トン ( 21.2% ) 4,538 トン ( 25.7% )

総資源化量 7,543 トン ( 36.3% ) 6,905 トン ( 37.9% )

埋立最終処分量 0 トン ( 0.0% ) 0 トン ( 0.0% )

武蔵村山市

指　　　　　　標
現　状（割合） 目　標（割合）

（令和2年度） （令和10年度）

小平市

東大和市

事業系 総排出量 8,867 トン 7,707 トン ( △13.1% )

１事業所当たりの排出量
※２ 0.95 トン/事業所 0.83 トン/事業所 ( △12.6% )

生活系 総排出量 79,483 トン 72,003 トン ( △9.4% )

１人当たりの排出量
※３ 169 ㎏/人 144 ㎏/人 ( △14.8% )

合計 事業系生活系総排出量 88,350 トン 79,710 トン ( △9.8% )

直接資源化量 21,520 トン ( 24.4% ) 20,367 トン ( 25.6% )

総資源化量 35,897 トン ( 39.3% ) 32,654 トン ( 39.4% )

エネルギー回収量（年間の発電電力量） 35,174 MWh

エネルギー回収量（年間の熱利用量） 5,344 GJ

埋立最終処分量 0 トン ( 0.0% ) 0 トン ( 0.0% )

※１ 排出量は現状に対する割合、直接資源化量、埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に

対する割合

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

※３ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

《用語の定義》

:事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位:トン〕

:集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位:トン〕

:エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位:MWh〕及び熱利用量〔単位:GJ〕

:埋立処分された量〔単位:トン〕

指　　　　　　標

排 出 量

再 生 利 用 量

エ ネ ル ギ ー

回 収 量

目　標（割合
※１

）

（令和10年度）

　　　―

現　状（割合
※１

）

（令和2年度）

　　　―

エネルギー回収量

排 出 量

再 生 利 用 量

最 終 処 分 量

最 終 処 分 量
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図２ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 
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３ 施策の内容 

 

⑴ 発生抑制、再使用の推進 

 

生活系ごみ
の有料化

「市民の意識改革」を目的として生活
系ごみ有料化を導入し、その結果とし
て廃棄物の減量、資源物の分別徹底等
を図る。

小平市
R01年度より
実施

家庭ごみ有料化を導入し、廃棄物の減
量や排出量に応じた負担の公平化及び
住民意識の改革を図る。

東大和市
H26年度より
実施

生活系ごみ有料化を導入し、一般廃棄
物の排出抑制や再利用の促進、排出量
に応じた負担の公平化、住民の意識改
革等を図る。

武蔵村山市
R04年10月よ
り実施

検討

小平市

事業系廃棄物の発生・排出抑制や資源
化等への取り組み、処理原価に係る費
用負担の均衡や更なる廃棄物の減量化
等を図る。

施策の内容

検討

出前講座「武蔵村山市のごみについ
て」等を実施し、ごみ減量及び資源化
等についての啓発を行う。

市内小学４年生を対象に、小冊子「み
んなで考えよう、わたしたちのごみに
ついて」を作製・配布し、ごみ減量及
び資源化についての啓発を行う。

3R意識を向上させるための広報の充実、ごみ

処理施設見学会や環境フェスタをはじめとし

た、環境学習プログラムの提供等、ごみ減量

及び資源化についての普及啓発を図る。

環境教育、
啓発活動

令　和
10年度
以　降

事　　業　　計　　画

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
6年度

令 和
7年度

令 和
8年度

令 和
9年度

R05年度より
手数料単価見
直し実施

検討

R03年7月より
手数料単価見
直し実施

H22年度より
食物資源循環
モデル事業を
開始

H26年度に基
本計画策定

H04年度より
実施

H13年度より
実施

S54年度より
実施

H17年度より
実施

武蔵村山市

東大和市
H25年度に基
本計画策定

H20年度より
実施

R02年度より
実施

フードドライブ、生ごみの水切り等、
市が市民や事業者に対して啓発等を行
う。

市内のごみ減量化及び資源化並びに食
品ロスの削減に積極的に取り組む店舗
を武蔵村山エコショップとして認定
し、循環型社会形成の推進を図る。

環境学習プログラムの提供等、市民及
び事業者に対して啓発を行い、意識改
革を図る。

東大和市
H25年度に基
本計画策定

市民の学習や啓発活動を継続実施し、
市民生活や事業活動の見直しを図る。

小平市

生ごみ処理機器を購入した市民等に対
し、購入金額の一部を補助し、一般家
庭等における生ごみの減量を推進す
る。

武蔵村山市

施策の
名称等

実施主体 備　考

事業系ごみ
処理手数料
の適正化

生ごみの減
量

事業系廃棄物の発生抑制、処理原価と
の乖離の解消を図るとともに、受益者
負担の適正化を推進する。

フードドライブ、生ごみの水切り等に
よるごみの減量化を図る。

R05年度より
手数料単価見
直し実施

武蔵村山市

東大和市

フードドライブ、未利用食品の削減、
生ごみの水切り、食物資源（生ごみ）
循環モデル事業による資源化等を図
る。

小平市

「事業者の廃棄物自己処理責任」を目的とし

て事業系ごみ手数料をごみ処理原価相当費用

とするとともに、事業系一般廃棄物の減量及

び資源化を推進する。

継続実施

継続実施

実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

実施

実施し

し
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マイバッグキャンペーンを実施し、マ
イバックの利用促進を図る。

東大和市

マイバックキャンペーンを実施し、マ
イバックの利用促進を図る。

武蔵村山市

施策の内容

集団回収等への活動支援を行う。 東大和市

集団回収等へ補助金の交付を行う。 小平市
S53年度集団
回収団体補助
金制度開始

ごみ分別の
推進

ごみ分別アプリや具体的なごみ分別方
法を掲載した冊子、環境学習等によ
り、ごみ分別を推進する。

小平市
H30年度より
アプリ導入

ごみ分別アプリや具体的なごみ分別方
法を掲載した冊子、環境学習等によ
り、ごみ分別を推進する。

東大和市
H28年度より
アプリ導入

ごみ分別アプリや具体的なごみ分別方
法を掲載した冊子、環境学習等によ
り、ごみ分別を推進する。

武蔵村山市
H28年度より
アプリ導入

集団回収団体への奨励金の交付を行
う。

助成

マイバック
運動・レジ
袋対策

市廃棄物減量等推進員との協働により
マイバッグキャンペーンを実施し、レ
ジ袋の削減を図る。

小平市

H20年度より
開始

H17年度より
開始

H19年度より
開始

H25年度に基
本計画策定

S62年度集団
回収団体補助
金制度開始

武蔵村山市

施策の
名称等

実施主体

事　　業　　計　　画

備　考
令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
6年度

令 和
7年度

令 和
8年度

令 和
9年度

令　和
10年度
以　降

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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⑵ 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。 

３市の可燃ごみについては、新しいごみ焼却施設稼働までの間、組合が保有する

４・５号ごみ焼却施設で焼却処理するほか、多摩地域ごみ処理広域支援体制実施協定

書に基づき、多摩地域の他の市町村等のごみ焼却施設で処理（広域支援）している。 

なお、令和７年１０月に稼働予定の新しいごみ焼却施設は、高効率ごみ発電施設を

備えたごみ焼却施設として整備し、高効率なエネルギー回収(発電・熱利用)を行う。 

３市の不燃ごみ及び粗大ごみについては、令和２年度に稼働した不燃・粗大ごみ処 

理施設にて処理を行っており、新ごみ焼却施設が稼働した後は、破砕残渣は焼却処理

し、有価物は継続して売却を行う。 

可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみを除く一般廃棄物については３市それぞれが単 

独で処理を行っているが、令和元年度から、容器包装プラスチック及びペットボトル

については組合の資源物中間処理施設にて処理を行い、全量容器包装プラスチック

の資源化を図るとともに、東大和市では民間事業者との協働による使用済みシャン

プー等のプラスチックボトルを回収し、再製品化を行い、資源化を図っている。 

生活系ごみの戸別収集については、組織市３市いずれも導入済みであり、今後、組 

織市と組合で３市地域内の資源化基準及び分別区分の統一を図る。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

今後も現状と同様の分別区分により、収集、運搬、処理を行う。 

また、事業用大規模建築物（事業の用途に供する部分の延床面積が 3,000㎡以上の 

建築物）の所有者に対しては、廃棄物管理責任者の選任及び再利用に関する計画書 

の作成を３市の条例により義務付けている。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現在、産業廃棄物の処理は行っていない。今後も現状の体制を継続する。 

 

エ 今後の処理体制の要点 

 

 

 

 

 

◇３市地域内の資源化基準及び分別区分の統一を図る。 

◇既存焼却施設の敷地内に新たに高効率ごみ発電施設を備えたごみ焼却施設を整備し、 

高効率なエネルギー回収（発電、熱利用）を行う。 
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表２ 小平・東大和・武蔵村山地域各市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

-
-
 

-
-
 
7 
- 

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合

ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ

ント化施設

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合

ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ

ント化施設

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合

ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ

ント化施設

燃えないごみ 燃えないごみ 燃えないごみ

粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ

缶類(アルミ缶、スチール

缶)
選別・圧縮・保管

缶類(アルミ缶、スチール

缶)

缶類(アルミ缶、スチール

缶)

ビン類(生びん) ビン類(生びん)

ビン類（カレット） ビン類（カレット）

プラスチック容器 プラスチック容器 プラスチック容器

ペットボトル ペットボトル ペットボトル

白色トレイ

紙パック 選別・保管 紙パック 紙パック

布類（わた含む） 保管 布類 布類

紙類 紙類 紙類

金属類 金属類（鉄千地、自転車） 選別・保管
東大和市資源物等選

別作業倉庫
民間（売却） 金属類

民間（武蔵村山資源

リサイクルセン

ター）

民間（売却）

剪定枝 チップ化 民間（委託） 剪定枝 チップ化 剪定枝 チップ化

優良粗大ごみ 修復 民間（再使用） 鉄製粗大ごみ 資源化 民間（委託） 民間（売却）

食物資源 資源化 生ごみ 資源化 ストックヤード

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
選別・保管 民間（委託）

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
保管

東大和市資源物等選

別作業倉庫
民間（委託）

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
選別・保管

民間（武蔵村山資源

リサイクルセン

ター）

民間（委託）

鍋・やかん 民間（売却）

陶磁器 陶磁器

スプレー缶･ガスカート

リッジ缶
スプレー缶

ライター 再使用資源物 再使用

小型家電 資源化 小型家電 資源化 小型家電 資源化

資源化

民間（委託）

民間（売却等）

現状（令和2年度）

小平市 東大和市 武蔵村山市

ビン類(生びん、カレット)

資源化

民間（武蔵村山資源

リサイクルセン

ター）

民間（売却等）缶・びん等処理倉庫

選別・圧縮・保管

民間（売却等）

小平・村山・大和衛

生組合

資源物中間処理施設

容器包装リサイクル

協会へ引渡し

分別区分 処理方法
処理施設等

破砕・選別

・資源化

小平・村山・大和衛

生組合

不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕可燃)

　焼却

(破砕不燃)

　民間（委託）

(有価物)

　民間（売却）

資源化 民間（売却等）

民間（再使用）

民間（委託）

民間（売却等）

資源化

資源化

選別・圧縮・保管

小平・村山・大和衛

生組合

資源物中間処理施設

分別区分 処理方法
処理施設等

破砕・選別

・資源化

小平・村山・大和衛

生組合

不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕可燃)

　焼却

(破砕不燃)

　民間（委託）

(有価物)

　民間（売却）

容器包装リサイクル

協会へ引渡し

民間（売却）

分別区分 処理方法
処理施設等

破砕・選別

・資源化

小平・村山・大和衛

生組合

不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕可燃)

　焼却

(破砕不燃)

　民間（委託）

(有価物)

　民間（売却）

小平市リサイクルセ

ンター

民間（売却）

選別・保管

容器包装リサイクル

協会へ引渡し
選別・圧縮・保管

小平・村山・大和衛

生組合

資源物中間処理施設

民間（売却等）

民間（売却）

選別・保管
小平市リサイクルセ

ンター
民間（委託）

小平市リサイクルセ

ンター

資源化 民間（委託）

小平市リサイクルセ

ンター

民間（委託）

小平市リサイクルセ

ンター

資源化

民間（委託）
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-
-
 
8 
- 

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合
ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ
ント化施設

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合
ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ
ント化施設

燃えるごみ
焼却･

エコセメント化

小平・村山・大和衛

生組合
ごみ焼却施設

(焼却灰)

　東京たまエコセメ
ント化施設

燃えないごみ 燃えないごみ 燃えないごみ

粗大ごみ 粗大ごみ 粗大ごみ

缶類(アルミ缶、スチール
缶)

選別・圧縮・保管
缶類(アルミ缶、スチール
缶)

民間（売却）
缶類(アルミ缶、スチール
缶)

ビン類(生びん)

ビン類（カレット） ビン類（カレット） ビン類（カレット）

プラスチック容器 プラスチック容器 プラスチック容器

ペットボトル ペットボトル ペットボトル

白色トレイ

紙パック 選別・保管 紙パック 紙パック

布類（わた含む） 保管 布類 布類

紙類 紙類 紙類

金属類 金属類（鉄千地、自転車） 選別・保管
資源物等選別作業倉

庫
民間（売却） 金属類

民間（武蔵村山資源

リサイクルセン
ター）

民間（売却）

剪定枝 チップ化 民間（委託） 剪定枝 チップ化 剪定枝 チップ化

優良粗大ごみ 修復 民間（再使用） 鉄製粗大ごみ 資源化 民間（委託） 民間（売却）

食物資源 資源化 生ごみ 資源化 ストックヤード

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
選別・保管 民間（委託）

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
保管

資源物等選別作業倉

庫
民間（委託）

有害ごみ(電池、蛍光管、

水銀体温計等)
選別・保管

民間（武蔵村山資源
リサイクルセン

ター）

民間（委託）

鍋・やかん 民間（売却）

陶磁器

スプレー缶･ガスカート
リッジ缶

スプレー缶
缶・びん等選別作業
倉庫

ライター 有害ごみ
資源物等選別作業倉

庫
再使用資源物 再使用

小型家電 資源化 小型家電 資源化 小型家電 資源化

民間（売却等）

民間（売却等） 民間（売却等）

小平市リサイクルセ
ンター

資源化

民間（委託等）

選別・保管
小平市リサイクルセ

ンター
民間（委託） 資源化 民間（委託）

資源化 民間（委託）

小平市リサイクルセ

ンター

民間（再使用） 民間（委託）

資源化

民間（売却等）

民間（委託）

選別・圧縮・保管

小平・村山・大和衛

生組合
資源物中間処理施設

容器包装リサイクル

協会へ引渡し

小平市リサイクルセ

ンター

民間（売却）

資源化 民間（売却等）

民間（武蔵村山資源
リサイクルセン

ター）

民間（売却等）

選別・保管

容器包装リサイクル

協会へ引渡し

容器包装リサイクル
協会へ引渡し

選別・圧縮・保管
小平・村山・大和衛
生組合

資源物中間処理施設

選別・圧縮・保管

小平・村山・大和衛

生組合
資源物中間処理施設

小平市リサイクルセ
ンター

民間（売却）
資源化

缶・びん等選別作業
倉庫

資源化

処理施設等
分別区分 処理方法

処理施設等

破砕・選別
・資源化

小平・村山・大和衛

生組合
不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕残渣)

　焼却
(有価物)

　民間（売却）

破砕・選別
・資源化

小平・村山・大和衛

生組合
不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕残渣)

　焼却
(有価物)

　民間（売却）

破砕・選別
・資源化

小平・村山・大和衛

生組合
不燃・粗大ごみ処理

施設

(破砕残渣)

　焼却
(有価物)

　民間（売却）

今後（令和10年度）

小平市 東大和市 武蔵村山市

分別区分 処理方法
処理施設等

分別区分 処理方法



 

⑶ 処理施設等の整備 

上記⑵の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備を行 

う。 

 

表３ 整備する処理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化

不燃・粗大ごみ処理施設
整備事業

約28t/日
東京都小平市中島町2
番2号

R07～R09
 (H29～R09）

小平市国土強
靭化地域計画

（仮称）新ごみ焼却施設
整備事業

約236t/日
東京都小平市中島町2
番1号

R04～R09
(R02～R09)

小平市、武蔵
村山市国土強
靭化地域計画

（整備理由）
事業番号１ 既存施設における環境啓発・リサイクルの促進
事業番号２ 既存焼却施設の老朽化・旧式化、エネルギーの高効率回収・有効利用の促進

事業番号 整備施設種類

１ マテリアルリサイクル推進施設

２ エネルギー回収型廃棄物処理施設



 

⑷ その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

現在、焼却灰は東京たまエコセメント化施設にて全量エコセメント化を行ってい 

るが、本事業を安定的に実施するためにも、引き続き公共工事等へのエコセメント製 

品の利用促進を図る。 

 

イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく、適切な回収、 

再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

ウ 不法投棄対策 

東京都では、広域的な連絡・監視を充実させるため、近隣の１１県２５市とともに 

「産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会」（通称「産廃スクラム３７」）を組織し、 

相互に情報交換や協力体制を確保している。産廃スクラム３７では、取締り等の連携 

の一環として、産業廃棄物収集運搬車両の広域的な路上調査を行っている。 

一般廃棄物については、３市と組合が一体となり、分別収集の徹底にむけた普及啓 

発を進めるとともに看板の設置や監視パトロールの強化等による不法投棄の防止を 

図る。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害時に発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図るため、地域内及び周辺地域 

との連携体制の構築に向け、災害時における３市のごみ処理優先品目の選定や処理方 

法、他の市町村等のごみ処理施設との相互協力体制に係る協定の締結等について検討 

する。 

３市においては、小平市は平成３０年３月、東大和市及び武蔵村山市は平成３１年 

３月に災害廃棄物処理計画を策定済である。 

組合においても、災害時の３市との連携やごみ処理の優先順位等の構築に向け、災 

害廃棄物処理計画の策定について、検討する。 

 

 

 

 

 

  



 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

⑴ 計画のフォローアップ 

３市及び組合は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必 

要に応じて、東京都及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直 

しを行う。 

 

⑵ 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、状況の把握を行い、その結果を取りまとめ、速やかに計画の事後評 

価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと 

する。 

なお、計画の進捗状況や目標の達成状況、社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応 

じ計画を見直すものとする。 

  



 

 

 

循環型社会形成推進地域計画の添付書類一覧 

 

 

添付資料１  対象地域図 

添付資料２  目標の設定に関するグラフ 

添付資料３  現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

添付資料４  国土強靭化地域計画（事業が記載されている部分の抜粋） 

 

 

様式１ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１ 

添付資料５  指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 

添付資料６  地域内の施設の現況と予定（位置図） 

 

 

様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２ 

 

 

その他参考資料 

参考資料様式１  施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

参考資料様式２  施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

 

  



 

 添付資料１   対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 添付資料２   目標の設定に関するグラフ 

１ ごみ排出量の減量化目標 

 

２ １事業所あたり・１人あたりの排出量の推移 
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３ 総資源化量の目標（リサイクル率） 

 

４ エネルギー回収量の推移 
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５ 最終処分の目標 
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 添付資料３   現有及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

 

小平・村山・大和衛生組合 

ごみ焼却施設 ４・５号炉 

不燃・粗大ごみ処理施設 

（仮称）新ごみ焼却施設（施設整備中） 

小平市リサイクルセンター 



 

小平・村山・大和衛生組合 

資源物中間処理施設 



 

 添付資料４   国土強靭化地域計画（事業が記載されている部分の抜粋） 

 

【小平市国土強靭化地域計画（該当部分抜粋）】 

 



 

 



 

【武蔵村山市国土強靭化地域計画（該当部分抜粋）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１ 

添付資料計画地域内の施設の状況（現況、予定）図



 

 

様式１

１　地域の概要

(1)地域名 小平・東大和・武蔵村山地域 人  (3)地域面積 km2

(4)構成市町村等名  人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が  組合を構成する市町村：小平市、東大和市、武蔵村山市  設立年月日：昭和40年2月1日

   含まれる場合、当該組合の状況

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

指標・単位

年

総排出量（トン） 8,974 9,141 9,244 9,519 8,867 8,764 8,674 7,707 (R02比 △13.1% )

１事業所当たりの排出量（トン/事業所） 0.94 0.97 0.98 1.02 0.95 0.95 0.94 0.83 (R02比 △12.6% )

総排出量（トン） 79,697 78,670 81,180 75,298 79,483 77,044 74,791 72,003 (R02比 △9.4% )

１人当たりの排出量（kg/人） 175 173 177 157 169 159 154 144 (R02比 △14.8% )

事業系生活系排出量合計（トン） 88,671 87,811 90,424 84,817 88,350 85,808 83,465 79,710 (R02比 △9.8% )

直接資源化量（トン） 18,897 (21.3%) 18,339 (20.9%) 19,163 (21.2%) 20,059 (23.6%) 21,520 (24.4%) 20,791 (24.2%) 20,323 (24.3%) 20,367 (25.6%)

総資源化量（トン） 32,460 (35.1%) 31,826 (34.7%) 33,139 (35.2%) 32,925 (37.2%) 35,897 (39.3%) 35,455 (39.9%) 34,073 (39.5%) 32,654 (39.4%)

― ― ― ― ― ― ― 35,174

― ― ― ― ― ― ― 5,344

埋立最終処分量（トン） 76 (0.1%) 75 (0.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

　※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。（添付資料５）

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

　小平市においては、令和５年４月に事業系一般廃棄物手数料を改定したことに伴い、処理量が計画よりも減少していることから、現在の減少率を加味した数値とした。

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１（令和５年度）

 (2)地域内人口 352,764 49.25

小平市、東大和市、武蔵村山市、小平・村山・大和衛生組合  (5)地域の要件※

目　　標

平成28年度

事業系

排 出 量 生活系

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和10年度令和02年度

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

令和04年度

最 終 処 分 量

令和03年度

再 生 利 用 量

合　計

エ ネ ル ギ ー 回 収 量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量 MWh）

（年間の熱利用量 GJ）



 

 ３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

(1) 現有施設リスト

(2) 更新(改良)・新設リスト

(3) 令和３年度広域支援団体リスト

施 設 種 別 施 設 名 事業主体 広域支援開始年月

エネルギー回
収型廃棄物処
理施設

西多摩衛生組
合環境セン
ター

西多摩衛生組
合

R03.04

クリーンポー
ト

柳泉園組合 R03.04

クリーンプラ
ザふじみ

ふじみ衛生組
合

R03.04

※計画地域内の施設の状況（現況・予定）を地図上に示したものを添付した。（添付資料６）

エネルギー回
収型廃棄物処
理施設

小平・村山・
大和衛生組合
(仮称)新ごみ
焼却施設

全連続式 236t/日 R10.03
エネルギーの高効率回
収・有効利用の促進

有
(小平・村山・大和衛生組合

ごみ焼却施設 3号炉)

着手：R03.03
完了：R04.07

浸水対応のため、土壌等
を用意する。

－
ごみ焼却施設　３

号炉の跡地に整備

環境啓発・
リサイクルの促進

有
(小平・村山・大和衛生組合

ごみ焼却施設 4・5号炉)

着手：R07.10
完了：R09.10

浸水対応のため、土壌等
を用意する。

－
ごみ焼却施設
４・５号炉の跡
地に整備

廃焼却施設解体事業
着手(予定)年月
完了(予定)年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商

品化を実施するた

めの施設整備事業
備　　考

R10.03

※計画地域内の施設の状況（現況・予定）を地図上に示したものを添付した。（添付資料６）

施 設 種 別 施 設 名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力
竣工予定
年 月 日

更新(改良)・新設理由
廃焼却施設解体の有無

(解体施設の名称)

マテリアルリ
サイクル推進
施設

小平・村山・
大和衛生組合
不燃・粗大ご
み処理施設 小平・村山・

大和衛生組合

破砕・選別 28t/日

エネルギー回
収型廃棄物処
理施設

小平・村山・
大和衛生組合
ごみ焼却施設

全連続式
4･5号炉：
105t/日×2

S61.11 R07.10廃止 R07.10 浸水対応のため、土壌等を用意する。

マテリアルリ
サイクル推進
施設

小平・村山・
大和衛生組合
不燃・粗大ご
み処理施設

破砕・選別 28t/日 R02.04

浸水対応のため、嵩上げ

小平・村山・
大和衛生組合
資源物中間処
理施設

小平・村山・
大和衛生組合

選別・圧縮・梱包 23t/日 H31.04 浸水対応のため、土壌等を用意する。

浸水対応のため、土壌等を用意する。

廃止又は休止(予定)年
月

解体(予定)年月 想定される浸水深と対策 備　　考

容器包装リサ
イクル推進施
設

小平市リサイ
クルセンター

小平市

ビン：選別

カン：選別・圧縮・梱包

布類：保管

剪定枝：チップ化・保管

優良粗大ごみ：修復

鍋・やかん：保管

紙パック：選別・保管

スプレー缶・ガスカート

リッジ缶・ライター：選

別・保管

有害性資源（電池・蛍光

管・水銀体温計）：選別・

保管

ビン・カン
等選別：
12.6t/日

H31.04

施 設 種 別 施 設 名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力 竣工年月



 

 添付資料５   指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 
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 添付資料６   地域内の施設の現況と予定（位置図） 

１ 現況図（令和５年度） 
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２ 予定図（令和９年度） 
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様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２ 

 

  



 

 

 

様式２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

3年度以前

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

3年度以前

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

2,329,031 0 0 0 182,208 1,163,579 983,244 2,306,394 0 0 0 182,208 1,140,942 983,244

(5,033,351) (2,704,320) (4,880,226) (2,573,832)

2,329,031 0 0 0 182,208 1,163,579 983,244 2,306,394 0 0 0 182,208 1,140,942 983,244

(5,033,351) (2,704,320) (4,880,226) (2,573,832)

28,460,870 7,603,404 14,527,946 0 4,113,398 47,423 2,168,699 22,692,344 6,144,583 12,318,994 0 3,900,739 0 328,028

(29,854,268) (1,393,398) (23,671,263) (978,919)

8,086,788 647,347 6,248,189 0 1,191,252 0 0

28,460,870 7,603,404 14,527,946 0 4,113,398 47,423 2,168,699 (0)

(29,854,268) (1,393,398) 14,605,556 5,497,236 6,070,805 0 2,709,487 0 328,028

(15,584,475) (978,919)

30,789,901 7,603,404 14,527,946 0 4,295,606 1,211,002 3,151,943 24,998,738 6,144,583 12,318,994 0 4,082,947 1,140,942 1,311,272

(34,887,619) (4,097,718) (28,551,489) (3,552,751)

注）小平・村山・大和衛生組合構成市町村：小平市、東大和市、武蔵村山市

R09

1/2

1/3

合　　　　　　計

（仮称）新ごみ焼却施設整
備

2
小平・村山・
大和衛生組合

約236 t/d R02

1/3

○エネルギー回収等に関する事業 計

○約28 t/d H29 R09
小平・村山・
大和衛生組合

○マテリアルリサイクル推進等
に関する事業

○

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（令和５年度）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模
事業期間

交付期間
総事業費（千円） 交

付
率

交付対象事業費（千円）

備考
国土強靭化

地 域 計 画

不燃・粗大ごみ処理施設整
備

1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 様式１ 施設概要 



 

【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

       都道府県名 東京都 
 
 

(1)事業主体名 小平・村山・大和衛生組合 

(2)施設名称 不燃・粗大ごみ処理施設 

(3)工期 令和 7 年度～令和 9 年度（全体：平成 29 年度～令和 9 年度） 

(4)施設規模 処理能力 28t/日 

(5)処理方式 破砕・選別 

(6)地域計画内の役割 

・既存施設の老朽化及び旧式化対策として、現状のごみ量、ごみ質に見合った

新たな施設を整備し適正処理を行う。 

・環境啓発展示スペースを整備し、ごみの発生抑制、減量化及び再資源化への

普及啓発を図る。 

(7)廃焼却施設解体工事 

  の有無 
    ○有      無 

「ストックヤード」を整備する場合 

(8)ストック対象物 有害ごみ、再生利用可能な家具、自転車、小型家電 

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9)容器包装リサイクル 

  推進施設の内訳 
 

「灰溶融施設」を整備する場合 

(10)スラグの利用計画  

 

(11)総事業計画額 
2,329,031 千円（全体：5,033,351 千円） 

うち、交付対象事業費 2,306,394 千円（全体：4,880,226 千円） 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 様式２ 施設概要 

 

 

 



 

【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

       都道府県名 東京都 
 
 

(1)事業主体名 小平・村山・大和衛生組合 

(2)施設名称 （仮称）新ごみ焼却施設 

(3)工期 令和 4 年度～令和 9 年度（全体：令和 2 年度～令和 9 年度） 

(4)施設規模 処理能力 236ｔ/日（118ｔ/日×2 炉）  

(5)形式及び処理方式 全連続式 

(6)余熱利用の計画 
１．発電の有無  ○有 （発電効率 19％以上） ・ 無 

２．熱回収の有無 ○有 （発電効率 0.1％以上） ・ 無 

(7)地域計画内の役割 
既存施設の老朽化及び旧式化対策として、熱回収及び高効率ごみ発電施設を 

備えた新たな施設を整備し適正処理を行う。 

(8)廃焼却施設解体工事 

  の有無 
    ○有      無 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9)燃料の利用計画  

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10)バイオガス 

  熱利用率 
 

(11)バイオガスの利用 

  計画 
 

 

(12)総事業計画額 
28,460,870 千円（全体：29,854,268 千円） 

うち、交付対象事業費 22,692,344 千円（全体：23,671,263 千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


